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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

目標値

148,000回

2,250回

36,000人

成果

148,021回

2,473回

43,119人

令和元年度

2,505,516

2,505,516

2,505,516

0

成果指標
設定理由

① 巡回・窓口相談

講習会等参加者

①②③小規模事業者及び中小企業組合が減少傾向にある中、これらに対す
る支援がこれまでと同程度の水準で実施されることを確保するため、これまで
の実績を勘案し、相談回数、講習会等による指導回数及び講習会等参加者
数を成果指標に設定。

備考

合計 11.25 2,501,304 2,478,426 2,505,516

小規模事業経営支援事業
費

小規模事業者の経営の改善発達を支援するため、商工会・商工会
議所等による小規模事業者への巡回指導、講習会等の開催など 11.00 2,314,389 2,291,568 2,317,944

中小企業連携組織支援事
業費

中小企業を支援するため、長野県中小企業団体中央会による組合
等の設立支援、組合運営指導及び助言、講習会等の開催など

0.25 186,915 186,858 187,572

No
プロジェクト

細事業名 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

No （人） （当初） （決算） （当初）

目標に対する

成果の状況
平成30年度においても、目標を上回る巡回指導・窓口相談等が実施されており、小規模事業者の経営の改善発達及び中小
企業者の経営基盤の強化に向けた支援を行うことができた。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

急激な人口減少や高齢化の進展など社会経済情勢が変化す
る中、人材確保や後継者不足、グローバル化への対応など小
規模事業者等が抱える課題は多岐にわたっており、これらに
対応した効果的な支援が求められている。

左記を踏まえ、小規模事業者の事業の持続的発展や中小企
業の経営基盤の強化等が図られるよう、商工団体の取組に対
し、引き続き支援していく。

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

2,488,870 2,478,426

11.25 11.25

91,148

2,580,018

92,453

2,570,879

11.25

92,453

2,597,969

0 0
40,870人 達成

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
② 講習会等による指導

2,489,851 2,478,573
2,329回 達成

2,501,610

-11,759

2,489,851

2,501,304

-22,731

2,478,573

事業番号 07 01 02

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

○商工会、商工会議所及び各連合会の行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業に対し補助することにより、地
域経済社会の形成に大きな役割を果たしている小規模事業者の振興と安定を図る。
○長野県中小企業団体中央会が行う中小企業等の組合の設立支援、巡回相談、講習会開催などの事業に補助することによ
り、中小企業者の事業活動の共同化や経営基盤の強化を図る。

（主な実施内容：小規模事業者及び中小企業連携組織に対する巡回指導、講習会及びセミナー等の開催など）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

148,442回 達成

　その他
③

現状
(予算編成時)

○商工会及び商工会議所は管轄区域が全県をカバーしており、公平かつ平等に地区内の小
規模事業者を対象とした経営改善普及事業を実施することができる唯一の支援組織である。
○長野県中小企業団体中央会は会員、非会員、未組織事業者(株式会社等)を問わず支援
事業を積極的に行っており、中小企業の支援組織として大きな役割を担っている。

30年度
決算額

2,478,426 千円

職員数 11.25 人

sansei@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業

部局 産業労働部 課・室 産業政策課

実施期間 S31 E-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 労働生産性

総合的に展開する
重点政策

2-5 地域に根差した産業の振興
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

07 01 02

29年度

小規模事業経営支援事業費 小規模事業経営支援事業
補
助
金

・経営指導員等を設置して行う巡回・窓口相談、講習会
等による指導
・研修の開催等による経営指導員の資質向上

・経営指導員を設置し、巡回・窓口相談や講習会等によ
る指導を実施
　巡回・窓口相談回数　137,515回
　講習会等参加者数   　40,833人

計画通り
○

2,312,310 2,314,389 2,314,389 -22,731 2,291,568

中小企業連携組織支援事業費 中小企業連携組織支援事業
補
助
金

・組合の設立支援、組合運営の指導及び助言
・専門家を活用した講習会及びセミナーの開催
・専門研修の受講による中央会職員の資質向上

・組合の設立支援、組合運営の指導及び助言、専門家を
活用した講習会及びセミナーの開催を実施
　相談・助言件数　　10,506件
　講習会参加者数　 　2,286人

計画通り
○

189,300 186,915 186,915 186,858

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

2,501,610 2,501,304 2,501,304 -22,731 2,478,426

産業労働部 産業政策課課・室小規模事業・中小企業連携組織支援事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

合　　　　計

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

1

細事業
No

2

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）


